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市長記者会見記録

日時：２０１５年７月２１日（火）午後２時０１分～午後２時４０分 

場所：本庁舎２階 講堂 

議題： インドネシア共和国バンドン市の低炭素都市づくりの支援にむけた都市間連

携の推進について（環境局） 

<内容> 

（インドネシア共和国バンドン市の低炭素都市づくりの支援にむけた都市間連携の

推進について） 

司会： ただいまより、定例の市長記者会見を始めさせていただきます。本日の議題

は、「インドネシア共和国バンドン市の低炭素都市づくりの支援にむけた都市間連携の

推進について」となっております。 

 それでは、市長から発表いたします。市長、よろしくお願いします。 

市長： こんにちは。よろしくお願いします。 

 それでは、「インドネシア共和国バンドン市の低炭素都市づくりの支援に向けた都市

間連携の推進について」、ご報告させていただきたいと思います。 

 インドネシア共和国バンドン市と本市は、平成１８年から「アジア・太平洋エコビ

ジネスフォーラム」などを通じた連携・協力関係の醸成を行ってきております。この

たび、バンドン市と本市との都市間連携を推進し、バンドン市の低炭素で持続可能な

社会の構築に寄与するとともに、川崎市内企業のビジネス機会の創出を目指し、次の

取組を行いましたので、お知らせいたします。 

 １つ目は、バンドン市と本市の都市間連携を一層推進するために、７月７日に「環

境技術の移転、人材育成や情報交換の促進」、「学術及び研究機関との連携の促進」に

ついて「基本合意書」を締結いたしました。今回締結した基本合意書は、包括的な連

携・協力に関するもので、今後、具体的な連携・協力事業を定める覚書の締結を予定

しておりまして、様々な分野において事業を展開してまいります。 

 ２つ目は、環境省のＪＣＭ事業の枠組みのもと、「バンドン市・川崎市の都市間連携

による低炭素都市形成支援事業」を平成２６年度に実施いたしましたが、平成２７年

度も引き続き環境省に申請し、受理されました。 

 資料を１枚おめくりください。このたび７月７日にバンドン市と締結した基本合意

書でございます。 
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 次に、「参考」には、インドネシア共和国バンドン市の位置を示しています。バンド

ン市は、インドネシア共和国首都ジャカルタの南東１４０キロに位置する東ジャワ州

の州都でありまして、市域面積は１６７キロ平方キロメートルとなっております。人

口２４０万人を有するインドネシアで３番目に大きい都市でございまして、急速な人

口増加及び都市化とモータリゼーションによって、廃棄物、水環境や大気汚染などの

環境問題が顕在化してきておりまして、その改善が急務となっています。 

 次に、「別紙１」でございますが、バンドン市との都市間連携を示しております。バ

ンドン市と本市は、平成１８年度から、先ほども申し上げましたが、「アジア・太平洋

エコビジネスフォーラム」などを通じた連携・協力関係の醸成を行っておりまして、

平成２６年度にはＪＣＭ事業を実施しております。このような経過の中で、このたび

の基本合意書を締結したところでございます。今後のＪＣＭ事業を通じて連携を進め

てまいります。 

 次に、「別紙２」ですが、平成２７年度の事業の概要を示しております。本年度実施

する事業につきましては、省エネルギー分野として「商業施設におけるエネルギー管

理システムの導入」、交通分野として「商業施設におけるＥＶバスの導入」という新規

事業に係る実現可能性調査を計画しておりまして、実施体制には市内事業者である東

京整流器が参加予定でございます。 

 「参考１」には、平成２６年度に実施したＪＣＭ事業の概要をお示ししております。

平成２６年８月には、バンドン市においてＪＣＭ事業のキックオフ会合を開催いたし

まして、その際にバンドン市長から「両市間の連携・協力関係強化のため、覚書を締

結したい」という要請がございまして、川崎にとっても市内企業のビジネス機会の創

出につながることから基本合意書を締結したところです。 

 「参考２」には、ＪＣＭ事業の概要についてお示ししています。本市は、ＪＣＭ事

業などを通じて、低炭素で持続可能な社会の構築に寄与するとともに、川崎市内企業

のビジネス機会の創出を目指して取り組んでまいります。 

 私からは以上です。 

司会： ありがとうございました。 

 それでは、質疑応答に入ります。 

 進行は、幹事社さん、よろしくお願いします。 

幹事社： まず、この基本合意書で入っている、環境技術の移転等々と書いてあるん

ですが、例えばどういった環境技術、川崎から移転できると、具体的な可能性のある

ものというのは何かございますか。例えば、川崎の持っているもので。 
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市長： 幅広い分野でやっておりますけども、ご案内のとおり、川崎ではグリーンイ

ノベーション・クラスターという形で様々な環境関連の企業の皆さんに集まっていた

だいて、それぞれの技術というものがありますけども、今後、覚書を結ぶ段階にあた

って具体的な事業ということになってくると思いますので、提供できるネタというの

は幅広く、水から、大気から、下水道から、上水等々、様々あるというふうに思って

おります。それから、今回のＪＣＭ、これまで取り組んできたことをさらに進化する

ということでありますので。 

幹事社： 平成２６年度に実施したＪＣＭ事業ですけども、ここの資料の参考１のと

ころにあるんですが、現在、実績というか、どういった結果が出ているとかというも

のはあるんでしょうか。 

市長： 事務方からのほうがよろしいですか。 

環境総合研究所長： 環境総合研究所の所長を務めております横田でございます。 

 平成２６年度は、具体的な事業としては２つやっておりまして、参考１にございま

す事業２の省エネルギー分野で、街灯のＬＥＤ化及び建物省エネ化設備の導入事業と

いうことで、これについては実証事業に移るのではないかということで、今これを担

当したＮＴＴファシリティーズのほうで実証事業に向けた検討を進めているところで

ございます。 

 次の廃棄物のほうにつきましては、実際にパイロットプラントを設置する候補地を

今探している段階で、その後に実証事業に移行して、さらにビジネスベースに乗せる

というような方向で、今取組を進めているところでございます。 

 以上です。 

幹事社： この年度で検討した結果は、その先に進むことにはちゃんとなっていると

いうことですか。 

環境総合研究所長： 昨年度実施したのは、フィジビリティスタディという、実現可

能性調査を実施しておりますので、それを踏まえまして、次のステップに移っていく

というようなことで今検討を進めているところでございます。 

幹事社： わかりました。 

 この件について、各社、どうぞ。 

幹事社： こういった海外の都市との都市間提携というのは、これで連携は何回目と

いうのはわかりますか。 

市長： 今のＪＣＭ事業に関していえば、マレーシアのペナン州とやっております。

ほか、ありましたですかね。 
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環境総合研究所長： 環境分野では、そのほかには、友好都市でございますが、瀋陽

市とは覚書を具体的に締結して、研修生の受け入れ等の人的交流というのをやってお

ります。 

幹事社： その２つに次いで３都市目ということになりますか。 

環境総合研究所長： ペナンとバンドンは大体同時並行ぐらいの形で今進められてい

るという形で、瀋陽はもうかなり前から取組をされています。 

記者： ちょっと今まで聞く機会がなかったんで。市長の環境問題に関する認識はど

のようなものなのかというのを、初めてお伺いします。 

市長： 随分とざっくりとしたご質問ですけども、川崎は、これまでも言ってきたか

と思いますけども、公害問題を克服してきている過程で、行政だけが頑張ってきたと

いうよりも、むしろ民間の事業者の皆さんと一緒になって環境改善の取組をしてきた

ことによって、そこで生まれた技術、ノウハウというのが蓄積している、そういう都

市であると思います。ですから、先ほどのグリーンイノベーション・クラスターでは

ありませんけども、そういう１つのパッケージというか、チームになって、世界の環

境課題に対するソリューションは私たちが持っていますよということが言える我が国

を代表する数少ない都市だと思っていますので、そういう意味での川崎の占めている

意味と位置づけというのは、大変重いものがあるというふうに思っていまして、それ

を最大限に生かしていきたいなというふうに思っています。 

記者： 地球温暖化問題に関してはいかがですか。公害問題は確かにそうですけども。 

市長： 川崎は、企業さんの努力も相当あって、ちょっと今具体的な数字がぱっと出

てきませんけども、ＣＯ２の削減についても、国に比べて相当な割合で進んできてお

ります。そういった意味では、工業化している、今、新興国のところでこういった技

術が、環境と経済を両輪で一緒に回していくという姿を輸出できるのではないかなと

いうふうに思っています。 

記者： ありがとうございます。 

記者： バンドンにしても、ペナンにしても、こういう点が川崎市と共通していると

いうような、その辺が要因となって提携を結んでいると、何か共通項みたいなのは、

市長は考えているんでしょうか。 

市長： 共通項というか、まさに今申し上げたような新興国が持っている課題、例え

ば大気の話にしても、廃棄物の話にしても、上下水の話にしても、それぞれ都市化が

進む、あるいはモータリゼーションが進むところの課題の解決策というものを私ども

の提携している企業の皆さん、あるいは私たちの本市と、市役所の管理マネジメント
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システムを含めてでありますけども、そういうものがソリューションがあるというこ

とでありまして、そういう意味では、私どもの技術を使っていただけるということは、

どこの都市でもあり得るというふうに思っています。例えば先日お会いしたオースト

ラリアの方も、意外と環境がいいと思われている面があるんですけど、環境がいいか

らこそ環境技術というのが実はあまり進んでいなかったところというのもあったりし

て、そういったところに川崎がお手伝いできることというのが、実は先進国の中でも

あったりして、様々だなというふうに思いますが、いずれの都市にもソリューション

は、私たちは持っていますよというふうに思っています。 

記者： 川崎がこれまで歩んできた歴史をこれから新興国も、そういう大都市が歩ん

でいくであろうから、川崎市の知見が役に立つとか、そういうわけではないんですか。 

市長： 例えば、必ずしも大気だけではないので、上下水の仕組みだとか、管理シス

テムだとかというものは、今までの公害とは関係なく培ってきたものというものもあ

りますし、あるいは環境技術が環境技術を呼び合うじゃないですけども、そういった

意味で川崎に集積してきたものというのもありますので、一概に公害だからこうだと

いうふうな話でもなくて、川崎のいわゆる環境技術の集積が、世界に貢献できるもの

がたくさんあるというふうに思っています。 

司会： よろしいですか。 

 それでは、本件については終了させていただきます。 

《市政一般》 

（東芝の不正会計問題について）

司会： 続きまして、市政一般となります。 

 進行は、幹事社さん、お願いいたします。 

幹事社： まず、今日、これからだと思うんですけど、東芝の不適正会計の件で、川

崎と東芝は非常に縁も深いということで、最近も水素のことであったりということな

んですが、この問題について、市長はどのような見解を持っていらっしゃるのか、感

想を、ご所感はございますか。 

市長： 何と表現したらいいですかね、心配しているという感覚はありますが、まだ、

これからの会見でどういうふうな結論が出るかが全くわかりませんで、今の段階で何

かコメントをすることはできないわけでありますけども、川崎市と東芝さんでいろん

な形で連携した取組をやっていますので、これからもしっかり連携を組んで、それは

全てやっていきたいというふうは思っています。 
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幹事社： 今後、川崎市への影響とかというのは何か出てくるというふうな考えとい

うか、思いますか。 

市長： 特には想定しておりません。 

幹事社： 例えば、向こう側から今回の件に関して、今日の朝の閣僚会見を聞いてい

ると、いわゆる元社長の方とかが、公職は全て辞めますというような話だとか、役所

のほうに、国のほうに伝えてきているみたいな話が出ていましたが、川崎市のほうに

そういったような話とか、あるいはこの件に関しての何か連絡等々、ご迷惑をかけた

とか、ありましたか。 

市長： 私が聞いている範囲では、そのようなことはありません。 

（川崎縦貫鉄道の見直しについて）

幹事社： もう１点、先週、川崎の縦貫鉄道の件について、国の交通政策審議会に提

案しないという話で、市としては休止という方針を立てているという話がありました

が、この件に関して、市長の考えをもう一度教えていただけますか。 

市長： 地下鉄の計画の必要性というのは、私自身認めているところなんですが、と

はいっても、これから１５年の間かけてどうなのかというと、４,０００億を超えるも

のでありますし、この１５年間に着手できるかといったら、そのような状況もないと

いうことから、提案を見送っているということであります。 

幹事社： 市長自身は、今言ったように、必要性のことは認めていると言いましたが、

市長選のときとかには、地下鉄については、アンケート等々、いわゆる次世代にツケ

を残すインフラ整備はしないほうがいいと、それよりコミュニティバスだとか、そう

いったもので賄う、あるいは渋滞緩和の交差点の改良だとか、そういったもので賄う

べきだというような意見を答えていたと思うんですけれども、地下鉄がないことによ

って交通不便地域に対する手当等々は、どのようにお考えでしょうか。 

市長： 今後、２９年度に今の総合交通体系というものをしっかりと見直していく中

で、今おっしゃっていただいたような課題の答えというのを出していかなくちゃいけ

ないなというふうに思っていますが。 

幹事社： 宮前区にはご自身も住まれていて、もともとは宮前区の区民というか、町

内会等々要望を出して始まったような計画であると思うんですが、その点、市民への

説明だとか、言葉としては休止ですけれども、どのように考えていらっしゃいますか。

大きな変更だと思うんですけれども。 

市長： これまでも節目、節目に高速鉄道の会計を締めただとか、節目、節目でそう
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いうふうなことはあったと思うんですが、そのときに応じた説明をしてきたというふ

うに思いますが、今後の対応についてもしっかりと説明を果たしていきたいなという

ふうに思いますし、先ほど申し上げた総合交通体系の中で、周囲の足をどうやってつ

くっていくかということについても、しっかり議論していかなくちゃいけないという

ふうに思っています。 

幹事社： 各社、どうぞ。 

（「日本創成会議」による介護難民試算結果について）

記者： 先月、増田寛也さんが座長を務める日本創成会議の中で、１都３県で１０年

後には１３万人が介護難民になると発表いたしました。それについて市長のお考えと、

今後の川崎市はどのように対応していくのかというのを教えていただければと思いま

す。 

市長： かなり衝撃的な数字でありましたけど、私どもが今進めている地域包括ケア

システムというのは、在宅というものを中心に考えてやっていくということですけど

も、一方で、一定の施設だとか、あるいはベッドというものは当然必要なわけであり

まして、それをどううまく組み合わせていくかということが重要なんだというふうに

思いますので、そのあたりを今後の政策の中で生かしていきたいというふうには思っ

ていますけども、すごくセンセーショナルな、数だけ踊ってというふうなのは決して

好ましくないので、住み慣れた地域で、望む地域で最後まで暮らせていけるという環

境をどう整えていくかというトータルの中での話ですので、介護施設がパンクする、

じゃ、どうするかというふうな話ではなくて、在宅と病院と、あるいは施設系サービ

スみたいなところとどういうふうに組み合わせていくかというバランスのとれた議論

をしていかなくちゃいけないなというふうには思っております。 

記者： １都３県での連携については、今後。 

市長： 今後、出てくると思いますね。おそらくそういう話題が出てくるでしょうし、

そういう認識は持っていると思いますから。先日も政令指定都市市長会の会議の中で、

総務大臣との会話の中でもそんなような話もありましたし、ただ、それぞれの市が置

かれている現状だとか未来像というのは、それぞれ違っていますので、１都３県の中

でも色々出てくると思いますし、今後議論していきたいなと思っております。 

（東芝の不正会計問題について）

記者： 先ほどの東芝の関係なんですが、市長は、まだこの段階ではコメントできな
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いということ、今後も連携を続けていきたいというお話だったんですが、東芝の第三

者委員会の報告によると、不正経理は組織ぐるみであったと。少なくとも２００８年

から２０１４年までの間、歴代行われていたと。こういうことを受けて、証券取引等

監視委員会と金融庁も関心を持っており、今後、事件化する可能性があると思います。

市長ご案内のように、行政と取引があったり、関わったりするような業者さんが、た

とえ当該地域とか国とかと取引で問題を起こさなかった場合でも、入札の指名停止に

なったりするような処分を受けたりすることがあります。第三者委員会が言っている

ことが正しければという前提ですけれども、東芝は経済犯罪を犯している可能性が濃

厚なわけで、そこと今後も積極的に連携を進めていきますというのは、なかなか市民

に理解が得られにくいという話だと思うんですけれども、そこは関係を見直したりだ

とか、あるいは説明を求めたりするのが筋なんじゃないかと思うんですが、いかがで

しょうか。 

市長： 今後の推移を見守っていきたいなというふうに思っています。 

記者： そうすると、東芝さんのほうに説明を求めたりするということは、しないと

いうことですか。 

市長： 今のご質問の前提が仮定の話というふうな前提の話ですから、前提が仮定の

話で、この公の記者会見の中でこうしていく、ああしていくというのは適切ではない

のかなというふうに思っています。 

記者： わかりました。 

（川崎縦貫鉄道の見直しについて）

記者： もう一つ、先ほどの地下鉄の絡みなんですが、一方で、川崎アプローチ線に

ついては審議会のほうに事業提案をしました。７月１４日だったと思うんですけれど

も、川崎アプローチ線はずっとかねてから川崎市としては事業提案し続けて、１５年

前のときも続けて、かつ輸送力増強推進協議会だったと思いますけども、ずっとＪＲ

のほうに要求し続けて、ＪＲのほうからは無理だという、ほとんど難しいというよう

なことを言われ続けています。そこは市長もご案内のように、実際には市の施設が建

っていかれたとか、一部民間の建物が建ったりだとか、どう考えても、通常考えるな

らば、川崎新町からそのまま斜めに日進町のあたりを抜けて川崎まで結ぶ線をつくる

のは困難だと思うんですけども、なぜこの現実可能性の極めて乏しいと思われる路線

が維持されて、川崎市としてはこれを死守していこうと思われているんでしょうか。 

市長： いずれにしても、個別の路線の課題というのは、それぞれにあるというふう



 -9-

に思っています。一方で、臨海部の交通アクセスというのは非常に重要な課題である

し、今後も重要性というのは増してくるというふうに思っています。ですから、そう

いったトータルの中での判断だというふうにご理解をいただきたいなと思っています。 

記者： ただ、臨海部の交通アクセスとか交通ネットワークが重要なのは論を待たな

いですが、大体６万人から９万人ぐらいの人たちがこの先住んでいくということにな

るので必要だと思うんですけども、ただ、だとするならば、実現が不可能な、不可能

とは言わないですけど、実現が困難な路線を維持するよりかは、代替の交通ネットワ

ークを考えて、より実効性を担保する方向に早い段階でシフトしたほうがいいような

気がするんですけれども、どう考えても川崎アプローチ線をつくるのは難しいと思う

んですが、市長、いかがでしょうか。 

市長： それは記者の見解だというふうに受けとめさせていただきますけども、私ど

もはそれを交通政策審議会のほうに提案するということでありますので、その中でも、

先ほど申し上げたように、川崎市営地下鉄の話を断念したという、断念というか、休

止というふうな形にさせていただいた。その中でどういうふうな交通体系を整えてい

くかということと同じ課題だというふうに思います。短期でできない課題は何かで補

っていくとか、中期でどうなのかということをトータルで、臨海部の交通アクセスと

いうふうなことを考えていかなくちゃいけないなというふうに思っております。 

記者： そうすると、市長としては、川崎アプローチ線は実現可能性があるというご

認識だということでしょうか。 

市長： 実現可能性がないものを提案するということはないです。 

記者： わかりました。 

記者： 市営地下鉄の話なんですけど、随分前の計画ですと、川崎市総合体育館の地

下のほうまで地下鉄を延ばすような話があって、その線路の……。 

市長： ごめんなさい、どこ？ 

記者： 川崎総合体育館。建設途中の体育館のほうまで地下鉄を延ばすような計画も

当時あって、それで今度、新庁舎の地下のほうも地下鉄を通したいという話もあった

んですが、それについて、もし今の段階で所見があれば。 

市長： 地下鉄の話というのはないですね。 

記者： ないですか。 

市長： 京急とかの……。 

記者： 京急、すいません。 

記者： それ、つなげるとか、そういうようなお話とか、構想上も、今休止になった
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ものですけど、そっちはそっちでどうなるんですか。 

市長： 京急の話というのは、地下鉄計画とある意味、関係性が非常に深い部分であ

りますので、少なからず影響は出てくるというふうには思いますけども、今後の話は

また京急さんなどとも相談していかなくちゃいけないなというふうには思っています。 

（安保法案について）

幹事社： 安保法案が先週、衆院通過をしたんですが、それについて、一方で決める

ことは決めるという意見もあるんですけど、一方では強行採決だという意見があるん

ですが、市長、あのやり方というか、法案の通し方というのはどのように感じていら

っしゃいますか。 

市長： たしか昨年の１２月の総選挙が終わって、３分の２を衆議院で与党が占めた

というふうなことについてどう思っていますかみたいな話の質問があったときに、僕

は、信任を得たということだと思いますと同時に、３分の２という数の力というのは、

ある意味、何でもできるという数ですから、何でもできるということに権力を得たも

のというのは、常に権力は抑制的に行使しなければならないというふうに思うし、私

自身もそう思っているというふうなお話をしました。そのとき、たしか自公の与党に

投票した皆さんも、そういうことを望んでいるのではないかという個人的な話をしま

したが、今も僕はそういうふうに思っています。ですから、国の安全をどう守ってい

くのかという大変大切な議論でありますから、それはしっかりと国民的議論をやって

いかなくちゃいけないということですから、今後、参議院での深い議論、国民の議論

をしっかり巻き起こしていただいて、丁寧なプロセスをやっていただきたいなという

ふうに個人的には思っています。 

幹事社： 今言ったように、弊社のアンケートでも、市長は、わかりやすい議論が必

要だというようなご回答をいただいているんですけれども、現状、衆院での議論とい

うのは、国民に対してわかりやすい、あるいは理解が深まるような議論になっていた

かという点では、どのように感じていらっしゃいますか。 

市長： ある意味、結果論の話でありますけども、各報道機関でのアンケート調査な

んかを見ますと、なかなか理解が進んでいないというのが現状だというふうに思いま

す。ですから、今後は、この理解が進むというふうな形での議論というのを望みます。 

記者： すいません、関連して。安保法案について、衆院で可決した際で、現時点で

コメントを出す立場じゃないということですけど、すみません、くどいようですが、

改めて、安保法案についてのご見解を少しでも。 
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市長： 衆議院通過という時点で法律が制定になったわけではないので、そこでのコ

メントはどうかなというふうに思っていたんですが、改めて今ちょっと申し上げたよ

うに、参議院の議論の中では、より国民にわかりやすく、かつ国民的な議論が沸き起

こるような、そういった審議を望んでいます。 

記者： 野党のほうでは戦争法案だというふうに主張される方もいますけど、市長と

しては、そういう言い方をするのは、どう思われますか。 

市長： 僕はものすごく違和感を感じますね、そういう表現というのは。法案の中身

について、とても大切な法律案なので、情緒的な話ではなく、何を議論しているんだ

と、その中身が、非常に難しい話でありますけども、そこが国民的議論がなされない

と、タイトルが、例えば戦争法案だとか、平和何とか法案だとかというのでレッテル

つけをして議論が深まるかといったら、そうではないので、そっちの方向ではないで

しょうと、深めるべきはと。むしろ中身の話なので、中身の話でしっかりと国民的議

論が行われることを僕は望んでいます。 

記者： その中で、やっぱり与党はもっと説明責任を果たすべきだというお考えです

か。 

市長： そうですね。与党がというか、政府がしっかりと説明責任を果たしていくべ

きだし、国会での議論を通じてわかりやすく説明していくということは重要だと思い

ますし、また、与野党の議論の中で、質問の中からの答えが、なるほどというふうな、

説明のいい機会になるじゃないですか、提案者としては。そういうものがしっかりと

してもらいたいなというふうには思っています。 

記者： 今の関連で、市長がまさにご指摘のとおりで、戦争法案とか平和法案とかと

いうレッテル張りによって議論を急ぎ過ぎることがあると思うので、それは我々報道

機関も十分気をつけなければならないと思うんですが、今回の法案の一番の根本のと

ころというのは、集団的自衛権が是であるか非であるかというところだと思うんです

けども、市長は、政治家として、集団的自衛権は是である、非である、いずれである

と思いますか。 

市長： これまでも国政の話は、特にこういう国の専権事項であるところに、実際の

首長が、今まさに審議をしているときに、いろんな政治的なコメントを出していくこ

とというのを私はあまりよしとしないほうなので、ぜひ国政の話は国会の中で存分な

議論をしていただきたいというのが基本的な立場なので、憲法解釈論とか、そのこと

を今、私からコメントするべきではないのかなというふうには思っています。 

記者： この法案ができることによって戦争のリスクが高まるのか低くなるのかよく
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わからないですけども、いずれにしろ、自治体の長には、国民保護法制に基づいて、

市民の安全を守る責務が、これは法律上、課せられている。ですので、国と戦争とか、

あるいはそれが自衛のものであったとしても、国と国との問題ですけれども、自治体

の長が無関係でいられるかというと、全くそういうこと……。 

市長： それは法律に基づいて、いかなることでも法律に基づいて適正に執行してい

くというのが私の立場でありますから。 

記者： ですので、集団的自衛権を行使してでも、日本を守る必要があるのか、ある

いはそうしないと日本が守れないのか、あるいはそれがなくても個別的自衛権でも守

れるのかという、一政治家としてのご見解を示していただけてもいいのかなという気

もするんですが、どうですか。 

市長： 繰り返しになりますけど、ぜひ国会で大いに議論していただきたいなという

ふうに思っています。 

（区長の任期について）

記者： すいません。ちょっとローカルな話に戻って申しわけないんですけど、今日

午前中、市議会の市民委員会で区役所改革の基本方針策定に向けた中間取りまとめと

いうのを送っていただいたんですけども、そこの中の議論で、区長の任期というか、

在任期間ですね、概ね２年ぐらいで変わってしまうということに対して、委員のほう

から、ちょっと短いんじゃないかと、地域に根づく前に変わってしまうというような

ご意見、指摘があったんですけど、市長は区長の在任期間についてどのようにお考え、

現状２年間ぐらいというのはあるべき姿だと思っていらっしゃるのか、変えたいと思

っていらっしゃるのか、そこら辺の所感を伺いたいんですが。 

市長： 非常にコメントが難しい。そういういろんなご指摘をいただいています。地

域の中からも、そういうご意見があるのは私も承知しています。いろんなご議論があ

りますので、しっかりと議会や、あるいは市民の皆さんからのご意見も伺っていきた

いなというふうには思っております。 

記者： 期間的は短い、長いとか、そう簡単に判断できるようなものではないという

ふうに考えるんでしょうか。 

市長： そうですね。一律、長ければいいというものでもないでしょうし。ただ、一

番身近な、役所として地域とのつながりがこれからも非常に重要になってくる。そう

いった意味では、なるべく長くいてほしいという、いるべきだというふうなお声とい

うのは一定程度理解します。 
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記者： わかりました。 

（2020年東京オリンピックについて）

記者： すみません。またちょっと話題が変わっちゃうんですけど、新国立競技場問

題で、東京五輪で、建設は、各社報道だと、１月か２月に着工したいという話でした

けど、間に合わなかった場合、練習場とかの関係で、等々力陸上競技場とかももっと

手を挙げることができるんじゃないかなと個人的には思うんですけど、東京五輪でも

っと、パラリンピックは、市長は、今までの段階では応援していくという方針ですが、

東京五輪のほうでもっと等々力陸上競技場を使ってほしいというＰＲをしたり、手を

挙げたりするという、このタイミングでとか、そういうお考えはありますか。 

市長： どういう状況になるのか、もう少し見極めていきたいと思いますが、しかし、

川崎市としてできることは、いろんな形で積極的にやっていきたいというふうには思

っています。 

記者： それは、オリンピックとパラリンピック関係なくという意味ですか。 

市長： そうですね。 

（夏休みについて）

記者： 最後、柔らかい話題を。先週ぐらいから子どもたちは夏休みに入って、市長

も夏休みはどこか行かれるかと思うんですけども、一方で、各地で水難が相次いだり

だとか、それからあと、熱射病ですかね、川崎でもこの間６人運ばれたことがあった

んですけれども、そういう具合に色々とありますんで、こんなふうに夏休みを注意し

てくださいねというのとか、こんなのに過ごしてくださいねというのがあったら、ぜ

ひ、インターネットで生放送されていますので、市民の方にメッセージをいただけた

らと思うんですけども。 

市長： 昨日も市民が事故に遭われるという、本当に押しつぶされそうな思いになり

ましたけども、とにかく楽しい夏休みが、思わぬこういう悲しい事件にならないよう

に、親御さんたち、十分に気をつけてあげてくださいというふうなことをすごく思っ

ていますけども、感想的な話で申しわけないんですが。 

記者： 市長も相当激務ですが、どっかお休み取られて行かれるんですか。 

市長： 家族でどこかへ行きたいなとは思っていますけども。 

司会： よろしいでしょうか。 

 それでは、以上をもちまして、市長会見を終了させていただきます。ありがとうご
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ざいました。 

市長： ありがとうございました。 

（以上） 

この記録は、重複した言葉づかい、明らかな言い直しや質問項目などを整理したう

えで掲載しています。 

（お問い合わせ）川崎市役所総務局秘書部報道担当 

 電話番号：０４４（２００）２３５５


